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(54) 発明の名称 ：材料臭気試験装置及びそれ に用い られ る材料臭気検査方法

(57) ADStract: This invention provides a matenal-odor-assaymg device that
can measure changes over time i n the odor released by a sample. Said materi
al-odor-assaying device (1) i s provided with the following: a sample-place
ment platform ( 1a) on which a sample (S) i s placed; a pressing part (21b)
that applies a load t o the sample 、；a container (40); and a control unit (3)
that controls the pressing part (21b). The pressing part (21b), the sample-
placement platform ( 1a), and the sample (S) are laid out inside the container
(40). A n introduction duct (71) via which a gas i s introduced and a removal
duct (60) via which said gas i s removed are connected to the container (40).
The removal duct (60) branches into a plurality o f removal channels (61) and
i s provided with a switching mechanism (63) that i s capaole of connecting to
one removal channel (61) selected ：from among the plurality of removal chan
nels (61).

(57) 要約： 試料の放散臭気の時間変化 を測定できる材料臭気
試験装置 を提供す る。 試料 S が載置 され る試料載置台 3
a と、試 料 S に荷 重 を負荷 す る押圧 部 2 b と、容 器 4 0

< と、押圧部 2 1 b を制御す る制御部 3 とを備 え、容器 4 0 内
に押圧部 2 b と試料載置台 3 a と試料 S とが配置 され る
構成 と した材料臭気試験装置 1 で あって、容器 4 0 には、気
体 を導入す るための導 入管 7 と、気体 を排 出す るための排
出管 6 0 とが連結 され てお り、排 出管 6 0 は、複 数の排 出流
路 6 に分岐 され 、複 数の排 出流路 6 の 内か ら選択 され た
一の排 出流路 6 に連結す る ことが可能 な切替機構 6 3 を備
えるよ つにす る。



明 細 書

発明の名称 ：

材料臭気試験装置及びそれに用いられる材料臭気検査方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、食品等の試料の放散臭気を測定する材料臭気試験装置及びそれ

に用い られる材料臭気検査方法に関する。

背景技術

[0002] ヒ 卜が食品を阻嚼すると、 口腔内で食品か ら香気成分が放散 され、それが

呼気流 にのって鼻腔内へ と達 して嗅覚刺激が生 じる。 また、阻嚼特性は ヒ 卜

それぞれである。

そこで、 このような阻嚼特性 を把握 した上で、阻嚼中の放散臭気を測定す

ることができる阻嚼モデル装置 （材料臭気試験装置）が開示されている （例

えば、非特許文献 1 参照）。 このような阻嚼モデル装置では、ガラスゃァク

リル等の透明な材料で形成 された円筒形状の密閉容器内で対象試料の強度試

験 を行い、その後、その密閉容器内にテナ ックス （登録商標）チューブが接

続されるか、或いは、 P T R —M S 等が連結されて不活性ガス （例えば窒素

ガス）や清浄な空気等にてパージさせることで、模擬阻嚼中の放散臭気を測

定 している。

[0003] 一方、試験装置 と しては、 3 点曲げ強度試験 を行 う材料試験装置が開示さ

れている （例えば、特許文献 1 参照）。図 8 は、 3 点曲げ強度試験 を行 うた

めの材料試験装置を示す概略構成図である。なお、地面に水平な一方向をX

方向と し、地面に水平で X 方向と垂直な方向をY 方向と し、 X 方向とY 方向

とに垂直な方向を Z 方向とする。

材料試験装置 1 0 1 は、機台 7 と、上下方向 （Z 方向）が回転軸 となる 2

本のネジ軸 5 、 1 3 を回転可能に支持する筐体 1 4 と、機台 7 上面の中央部

に固設された支持台 1 1 2 と、ネジ軸 5 、 1 3 に螺合 してネジ軸 5 、 1 3 の

回転 に伴い機台 7 に対 して上下方向に移動することが可能なクロスへ ッ ド8



と、クロスへッド8 下面の中央部に固設されたロー ドセル 1 1 1 と、制御や

演算処理を行う演算制御部 1 0 3 とを備える。

[0004] 機台 7 の内部には、演算制御部 1 0 3 からの制御信号により制御されるモ

—タ4 と、モータ4 からの回転力をネジ軸 5 、 1 3 に伝達するベル ト6 1 と

、連動用プーリ6 2 を連結 したギア機構 6 とが配置されている。これにより

、モータ4 が回転することで、 2 本のネジ軸 5 、 1 3 が回転 して、クロスへ

ッド8 を機台 7 に対 して上下方向に移動させるようになつている。

[0005] 支持台 1 1 2 上面には、X 方向に並ぶように互いに平行な 2 個の板状体の

支持体 1 3 0 が取 り付けられている。一方、ロー ドセル 1 1 1 下面には、 1

個のプランジャ （押圧部） 1 2 0 が取 り付けられている。このような支持体

1 3 0 とプランジャ 1 2 0 とによって、板形状の試験片S は 2 個の支持体 1

3 0 の上端部を支点として載置されるとともに、プランジャ 1 2 0 の下端部

を荷重点として、荷重Wが試験片S の所定部位に負荷されるようになってい

る。

[0006] このような材料試験装置 1 0 1 を用いて、試験片S にクラックが発生 して

破壊する瞬間を検出している。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：特開 2 0 1 2 _ 2 5 1 9 0 1 号公報

非特許文献

[0008] 非特許文献1 ： 「食品阻嚼中の香気フレーバーリリースの測定」化学と生物 V

o に 4 7 ， N o 9 , 2 0 0 9 , p 6 2 4 〜 p 6 2 9

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] しか しながら、上述 したような阻嚼モデル装置では、試料の放散臭気の時

間変化を測定することができないという問題点があつた。つまり、 ヒ卜が食

品を阻嚼すると、口腔内で食品から香気成分が放散されるが、始めの頃の放



散臭気 と終わ りの頃の放散臭気 とは異な っていても、阻嚼モデル装置では、

始めの頃の放散臭気 と終わ りの頃の放散臭気 とが密閉容器 内にたまっていき

、その密閉容器 内に存在する放散臭気が測定されていた。

課題を解決するための手段

[001 0] 本件発明者 は、上記課題 を解決するために、試料の放散臭気の時間変化 を

測定することがで きる材料臭気試験装置 について検討 を行 った。そ こで、密

閉容器 を用いることに代 えて、容器 内に気体 を導入するための導入管 と、容

器 内か ら気体 を排 出するための排 出管 とを連結 して、排 出管 を複数の排 出流

路 に分岐 して、設定時間毎や設定流通体積毎 に複数の排 出流路の内か ら一の

排 出流路 を選択 し連結することを見出 した。

[001 1] すなわち、本発明の材料臭気試験装置は、試料が載置 される試料載置台 と

、前記試料 に荷重 を負荷する押圧部 と、容器 と、前記押圧部 を制御する制御

部 とを備 え、前記容器 内には、前記押圧部 と前記試料載置台 と前記試料 とが

配置 されるようにな っている材料臭気試験装置であ って、前記容器 には、前

記容器 内に気体 を導入するための導入管 と、前記容器 内か ら気体 を排 出する

ための排 出管 とが連結 されてお り、前記排 出管 は、複数の排 出流路 に分岐さ

れ、 当該複数の排 出流路の内か ら選択 された一の排 出流路 に連結することが

可能な切替機構 を備 えるように している。

発明の効果

[001 2] 本発 明の材料臭気試験装置 によれば、切替機構 を備 えるので、設定時間毎

や設定流通体積毎 に複数の排 出流路の内か ら一の排 出流路 を選択 し連結する

ことがで き、その結果、一度の材料試験の中での発生ガスの変化 を捉 えるこ

とがで きる。

[001 3] (他 の課題 を解決するための手段および効果）

また、上記の発明において、各排 出流路 中には、前記気体 に含有 される成

分 を吸着する吸着部がそれぞれ配置 されてお り、前記排 出流路の出口には、

吸弓Iポ ンプが配置 されているように してもよい。

ここで、 「吸着部」 と しては、気体 に含有 される成分 を吸着することがで



きるものであればよく、例えば、内部に吸着剤等 （例えば T e n a x (登録

商標）等）が収納された試験管等が挙げられる。

[0014] また、上記の発明において、各排出流路の出口には、袋体がそれぞれ配置

されており、前記導入管の入口には、押出ポンプが配置されているようにし

てもよい。

また、上記の発明において、前記制御部は、設定時間、設定流通体積又は

前記押圧部の押圧回数に基づいて、前記切替機構によって前記気体が流通す

る排出流路を切 り替えるようにしてもよい。

[001 5] また、上記の発明において、前記制御部は、前記吸引ポンプ又は前記押出

ポンプを制御するようにしてもよい。

本発明の材料臭気試験装置によれば、吸引ポンプや押出ポンプを、試験開

始と同 じタイミングで始動させたり、予め始動させたりしておくことができ

る。

[001 6] また、上記の発明において、 X Y ステージを備え、前記試料載置台は、前

記 X Y ステージに取 り付けられているようにしてもよい。

本発明の材料臭気試験装置によれば、試料に対 して押圧部が当接する位置

を、 X Y ステージでスライ ドさせて変更することができる。

[001 7] また、上記の発明において、前記容器は、透明な樹脂製の袋体であり、前

記容器内には、前記押圧部と前記試料載置台と前記試料とが配置されるよう

にしてもよい。

ここで、袋体に用いられる透明な樹脂としては、例えば、フッ素樹脂等が

挙げられる。

[001 8] そ して、本発明の材料臭気検査方法は、試料が載置される試料載置台と、

前記試料に荷重を負荷する押圧部と、容器と、前記押圧部を制御する制御部

とを備え、前記容器内には、前記押圧部と前記試料載置台と前記試料とが配

置されるようになっている材料臭気試験装置に用いられる材料臭気検査方法

であって、前記容器に、前記容器内に気体を導入するための導入管と、前記

容器内から気体を排出するための排出管とを連結する連結ステップと、前記



排 出管 を、複数の排 出流路 に分岐 して、 当該複数の排 出流路の内か ら選択 さ

れた一の排 出流路 に連結することが可能な切替機構 を配置 して、 当該切替機

構及び前記押圧部 を制御する検査ステ ツプとを含むように している。

[001 9] さ らに、上記の発明において、各排 出流路 中を流通 した気体 を分析装置 に

個別 に導入する分析ステ ップとを含むように してもよい。

ここで、 「分析装置」 とは、試料の放散臭気を測定することがで きるもの

であればよ く、例 えば、 ガスクロマ トグラフィ （G C ) や、 ガスクロマ トグ

ラフィ質量分析計 （G C M S ) や、高速液体 クロマ トグラフィ （H P L C )

や、 におい識別装置 （F F ) 等が挙 げ られる。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図 1] 本発明の実施形態 に係 る材料臭気試験装置 を示す概略構成図。

[ 図2] 図 1 の試料ホルダとX Y ステージとを示す拡大断面図。

[ 図3] 図 1 に示す押圧体の拡大断面図。

[ 図4] 試料ホルダとX Y ステージとを示す平面図。

[ 図5] 図 2 の分解断面図。

[ 図6] 図 3 の分解断面図。

[ 図7] サ ンプルバ ックとク リップとを示す斜視図。

[ 図8] 3 点曲げ強度試験 を行 うための材料試験装置 を示す概略構成図。

[ 図9] 各香料成分 についての ピーク面積値の変化 を示すグラフ。

発明を実施するための形態

[0021 ] 以下、本発明の実施形態 について図面 を用いて説明する。なお、本発明は

、以下に説明するような実施形態 に限定されるものではな く、本発明の趣 旨

を逸脱 しない範囲で種 々の態様が含 まれることはいうまでもない。

[0022] 図 1 は、本発明の実施形態 に係 る材料臭気試験装置 を示す概略構成図であ

り、図 2 は、図 1 の試料ホルダとX Y ステージとを示す拡大断面図であ り、

図 3 は、図 1 に示す押圧体の拡大断面図である。なお、材料試験装置 1 0 1

と同様のものについては、 同 じ符号 を付 している。 この実施形態 における試

料 S は直径 4 0 m m、高さ 1 5 m m の円柱形状のものであ り、 G C M S によ



り試料 s の放散臭気の時間変化を測定する場合について説明する。

[0023] 材料臭気試験装置 1 は、機台 7 と、上下方向 （Z 方向）が回転軸となる2

本のネジ軸 5 、 1 3 を回転可能に支持する筐体 1 4 と、機台 7 上面の中央部

に形成された第一取付部 1 2 と、ネジ軸 5 、 1 3 に螺合 してネジ軸 5 、 1 3

の回転に伴い機台 7 に対 して上下方向に移動することが可能なクロスへッド

8 と、クロスヘッド8 下面の中央部に固設されたロー ドセル 1 1 と、試料ホ

ルダ3 1 とX Y ステージ3 3 と押圧体 2 1 とアダプタ体 2 2 と2 L 容量サン

プルバック （容器）4 0 等を有する試験持具 5 0 と、不活性ガス供給源 7 2

が連結された導入管 7 1 と、吸引ポンプ7 0 等と連結された排出管 6 0 と、

制御や演算処理を行う演算制御部 3 とを備える。

[0024] 第一取付部 1 2 の上面には、X Y ステージ3 3 が4 本のネジ 1 2 a 等を用

いて固定されることが可能となっている。また、ロー ドセル 1 1 の下面の中

央部には、上方に彫 られたネジ穴 1 1 a (例えば直径 6 m m) が形成されて

おり、アダプタ体 2 2 がネジ機構によって取 り付け取 り外 し可能となってい

る。

[0025] 図 4 は、試料ホルダ3 1 とX Y ステージ3 3 とを示す平面図であり、図 5

は、図 2 の分解断面図である。X Y ステージ3 3 は、第一取付部 1 2 に固定

されるためのアルミニウム （金属）製の直方体形状 （例えば 6 0 m m X 4 0

m m X 8 m m) のX ステージ3 3 c と、X ステージの上方に配置されたアル

ミニゥ厶 （金属）製の直方体形状 （例えば4 0 m m X 6 0 m m X 2 2 m m)

のY ステージ3 3 a とを有する。X ステージ3 3 c には、 Y 方向に突出する

ハン ドル 3 3 d が形成されており、測定者等がハン ドル 3 3 d を回転させる

ことで、X ステージ3 3 c の下部に対 してX ステージ3 3 c の上部をX 方向

に移動させることができるようになつている。また、 Y ステージ3 3 a には

、X 方向に突出するハン ドル 3 3 b が形成されており、測定者等がハン ドル

3 3 b を回転させることで、 Y ステージ3 3 a の下部に対 してY ステージ3

3 a の上部をY 方向に移動させることができるようになつている。そ して、

Y ステージ3 3 a の上面の中央部には、下方に彫 られた 1個のネジ穴 3 3 e



(例えば直径6 m m) が形成されており、試料ホルダ3 1がネジ機構によつ

て取り付け取り外し可能となっている。
[0026] 試料ホルダ3 1は、ポリテトラフルォロエチレン （P T F E ) 製の円板形

状 （例えば直径6 0 m m、高さ1 O m m) の試料載置台3 1 a と、試料載置

台3 1 a の下面の中央部から下方に突出したP T F E製のネジ部 （例えば直

径6 m m) 3 1 b とを有する。そして、試料載置台3 1 a の上面には、試料

S高さの1 5 %の深さと、試料S径より2 m m大きくなる直径を有する円柱

形状 （例えば直径4 2 m m、深さ3 m m) の溝3 1 c が形成されている。こ

れにより、直径4 0 m m、高さ1 5 m mの試料S が溝3 1 c 内に載置される

ようになっている。

[0027] また、試料載置台3 1 a の側面には、側方に彫られた円柱形状のハンドル

穴3 1 d が形成されている。

このような試料ホルダ3 1では、ネジ部3 1 b が、P T F E製の円環形状

(例えば厚さ2 m m) のヮッシャ3 2 に揷入され、サンプルバック4 0 の第

—穴4 2 内に挿入され、ゴム製の〇リング3 4 に揷入された後、ネジ穴3 3

e 内に挿入されるようになっている。このとき、測定者等はネジ部3 1 b を

ネジ穴3 3 e 内に固定するために、棒状のハンドル 6 0 をハンドル穴3 1 d

内に挿入して、ハンドル6 0 を用いてネジ部3 1 b を回転させることになる

[0028] 次に、図6 は、図3 の分解断面図である。アダプタ体2 2 は、アルミニゥ

厶 （金属）製の円柱形状 （例えば直径2 2 m m、高さ1 5 m m) の本体部2

2 a と、本体部2 2 a の上面の中央部から上方に突出したアルミニウム製の

ネジ部2 2 b (例えば直径6 m m) とを有する。そして、本体部2 2 a の下

面の中央部には、上方に彫られた1個のネジ穴2 2 c (例えば直径6 m m)

が形成されており、押圧体2 1がネジ機構によって取り付け取り外し可能と

なっている。
また、本体部2 2 a の側面には、側方に彫られた円柱形状のハンドル穴2

2 d が形成されている。



このようなアダプタ体 2 2 では、ネジ部 2 匕が、口一 ドセル 1 1 のネジ

穴 1 1 a 内に挿入されるようになっている。このとき、測定者等はネジ部 2

2 b をネジ穴 1 1 a 内に固定するために、棒状のハ ン ドル 6 0 をハ ン ドル穴

d 内に挿入 して、ハン ドル 6 0 を用いてネジ部 2 b を回転させること

になる。

[0029] 押圧体 2 1 は、 P T F E製の円柱形状 （例えば直径 2 2 m m、高さ5 m m

) の本体部 2 1 a と、本体部 2 1 a の下面の中央部から下方に突出した P T

F E製の円柱形状 （例えば直径 8 m m、高さ2 O m m) のプランジャ （押圧

咅 ) 2 1 匕と、本体部 2 1 a の上面の中央部から上方に突出した P T F E製

のネジ部 （例えば直径 6 m m) 1 c とを有する。

また、本体部 2 1 a の側面には、側方に彫 られた円柱形状のハ ン ドル穴 2

1 d が形成されている。

このような押圧体 2 1 では、ネジ部 2 1 c が、 P T F E製の円環形状 （例

えば厚さ2 m m) のヮッシャ2 3 に揷入され、サンプルバック4 0 の第二穴

4 1 内に挿入され、ゴム製の〇リング2 4 に揷入された後、ネジ穴 2 2 c 内

に揷入されるようになっている。このとき、測定者等はネジ部 2 1 c をネジ

穴 2 2 c 内に固定するために、棒状のハ ン ドル 6 0 をハ ン ドル穴 2 1 d 内に

揷入 して、ハン ドル 6 0 を用いてネジ部 2 1 c を回転させることになる。

[0030] 次に、図 7 は、サンプルバック4 0 とクリップ4 9 とを示す斜視図である

。サンプルバック4 0 は、透明なビニール製の袋体 （例えば 2 1 5 m m X 2

5 0 m mの第一のビニールの三辺と2 1 5 m m X 2 5 0 m mの第二のビニー

ルの三辺とが貼 り合わされて開口4 3 が形成されたもの）であり、第一のビ

ニールの中央部にはネジ部 3 1 b が貫通するための円形状 （例えば直径 6 m

m) の第一穴4 2 と、第二のビニールの中央部にはネジ部 2 1 c が貫通する

ための円形状 （例えば直径 6 m m) の第二穴4 1 とが形成されている。また

、サンプルバック4 0 の底には、導入管 7 1 と連結するための導入管連結管

4 5 と、排出管 6 0 と連結するための排出管連結管 4 4 とが形成されている

。なお、クリップ4 9 は開口4 3 を塞 ぐためのものである。



[0031 ] 不活性ガス供給源 7 2 (図 1 参照）は、不活性ガス （例えば窒素ガス）が

貯蔵されたタンク （容器やボンべ等）である。そ して、導入管 7 1 の一端部

は不活性ガス供給源 7 2 と連結されるとともに、導入管 7 1 の他端部は導入

管連結管 4 5 と連結されている。

[0032] 排出管 6 0 の一端部は排出管連結管 4 4 と連結されるとともに、排出管 6

0 の他端部は吸引ポンプ 7 0 と連結されている。排出管 6 0 は、一端部 と他

端部 と間で 5 本の排出流路 6 1 a 〜 6 1 e に分岐 した後、再び集合 して 1 本

の管 となっている。各排出流路 6 1 a 〜 6 1 e 中には、吸着剤を内部に収納

した試験管 6 a 〜 6 e がそれぞれ取 り付け取 り外 し可能 となっている。

また、 5 本の排出流路 6 1 a 〜 6 1 e に分岐する分岐地点には、切替機構 （

流路切替バルブ） 6 3 が配置されている。切替機構 6 3 は、演算制御部 3 か

らの制御信号によって、 5 本の排出流路 6 1 a 〜 6 1 e の内か ら選択された

—の排出流路 6 1 に連結することが可能 となっている。

[0033] 演算制御部 3 は、測定者等によって測定開始信号が入力されると、測定を

開始させる制御を行 う。

例えば、測定開始信号 （設定時間 （0 . 3 0 分間隔）で 4 回の押圧回数等

の設定情報）が入力されると、 まず吸引ポンプ 7 0 を作動させるとともに、

切替機構 6 3 を切 り替えることにより、排出流路 6 1 a と連結することで、

不活性ガス供給源 7 2 か らサンプルバ ック4 0 を経て排出流路 6 1 a の順に

一定量の気体を流通させる。その後、すなわち測定開始信号が入力されてか

ら0 . 3 0 分が経過 したとき、切替機構 6 3 を切 り替えて排出流路 6 1 b と

連結 し、不活性ガス供給源 7 2 か らサンプルバ ック4 0 を経て排出流路 6 1

b の順に一定量の気体を流通させる。 また、それと同時に、押圧体 2 1 を一

定速度 （例えば 1 O O m m m i n ) で下降させ始め、一定速度で 0 . 1 5

分間下降させた後、一定速度で 0 . 1 5 分間、上昇させる。

次に、測定開始信号が入力されてか ら0 . 6 0 分が経過すると、切替機構

6 3 を切 り替えて排出流路 6 1 c と連結 し、不活性ガス供給源 7 2 か らサン

プルバ ック4 0 を経て排出流路 6 1 c の順に一定量の気体を流通させる。 ま



た、それと同時に、押圧体 2 1 を一定速度 （例えば 1 O O m m m i n ) で

下降させ始め、一定速度で 0 . 1 5 分間下降させた後、一定速度で 0 . 1 5

分間、上昇させる。

そ して、測定開始信号が入力されてから0 . 9 0 分が経過すると、切替機

構 6 3 を切 り替えて排出流路 6 1 d と連結 し、不活性ガス供給源 7 2 からサ

ンプルバック4 0 を経て排出流路 6 1 d の順に一定量の気体を流通させる。

また、それと同時に、押圧体 2 1 を一定速度 （例えば 1 0 0 m m m i n )

で下降させ始め、一定速度で 0 . 1 5 分間下降させた後、一定速度で 0 . 1

5 分間、上昇させる。

そ して、測定開始信号が入力されてから 1 . 2 0 分が経過すると、切替機

構 6 3 を切 り替えて排出流路 6 1 e と連結 し、不活性ガス供給源 7 2 からサ

ンプルバック4 0 内を経て排出流路 6 1 e の順に一定量の気体を流通させる

。また、それと同時に、押圧体 2 1 を一定速度 （例えば 1 0 0 m m m i n

) で下降させ始め、一定速度で 0 . 1 5 分間下降させた後、一定速度で 0 .

1 5 分間、上昇させる。

その後、すなわち測定開始信号が入力されてから 1 . 5 0 分が経過すると

、吸引ポンプ7 0 の作動を停止させる。

[0034] ここで、本発明の実施形態に係る材料臭気試験装置 1 を用いて試料 S の放

散臭気を測定する材料臭気検査方法について説明する。材料臭気検査方法は

、試料 S とサンプルバック4 0 と試験持具 5 0 とを準備 して所定の位置に配

置する配置ステップ （A ) と、サンプルバック4 0 に導入管 7 1 と排出管 6

0 とを連結する連結ステップ （B ) と、押圧体 2 1 を試料 S に対 して上下方

向に移動させる検査ステップ （C ) と、試験管 6 2 a 〜 6 2 e 内に存在する

成分をG C M S に導入する分析ステップ （D ) とを含む。

[0035] ( A ) 配置ステップ

測定者等は、試料 S とサンプルバック4 0 と試験持具 5 0 とを準備する。

そ して、測定者等は、試料 S とサンプルバック4 0 と試験持具 5 0 とを所定

の位置に配置する。具体的には、まず、X Y ステージ3 3 を第一取付部 1 2



に取 り付けるとともに、アダプタ体 2 2 をロー ドセル 1 1 に取 り付ける。次

に、溝 3 1 c 内に試料 S を載置 して、ネジ部 3 1 b をヮッシャ3 2 に揷入 し

て、サンプルバック4 0 の開口4 3 からサンプルバック4 0 内に収納 した後

、ネジ部 3 1 b をサンプルバック4 0 の第一穴4 2 内に挿入 して、〇リング

に揷入 して、ネジ穴 3 3 e 内に固定する。次に、ネジ部 2 1 c をヮッシャ2

3 に揷入 して、サンプルバック4 0 の開口4 3 からサンプルバック4 0 内に

収納 した後、ネジ部 2 1 c をサンプルバック4 0 の第二穴4 1 内に挿入 して

、〇リングに揷入 して、ネジ穴 2 2 c 内に固定する。次に、サンプルバック

4 0 の開口4 3 を、クリップ4 9 等を用いて塞 ぐ。最後に、プランジャ2 1

b を試料 S の上面に接触する位置に配置 し、X Y ステージ3 3 を用いて位置

合わせを行う。

[0036] ( B ) 連結ステップ

測定者等は、サンプルバック4 0 の導入管連結管 4 5 に、不活性ガス供給

源 7 2 が連結された導入管 7 1 を連結するとともに、排出管連結管 4 4 に、

吸引ポンプ7 0 等と連結された排出管 6 0 を連結する。

[0037] ( C ) 検査ステップ

測定者等は、押圧体 2 1 を試料 S に対 して上下方向に移動させる。具体的

には、測定者等は、演算制御部 3 に測定開始信号を入力 して測定を開始させ

る。測定開始信号が入力されると、演算制御部 3 は、押圧体 2 1 を一定速度

(例えば 1 0 0 m m m i n ) で下降させ始め、一定速度で 0 . 1 5 分間下

降させた後、一定速度で 0 . 1 5 分間、上昇させることを複数回 （例えば4

回）繰 り返させる。また、吸引ポンプ7 0 を作動させるとともに、所定のタ

イミングで切替機構 6 3 を切 り替えることにより、 5 本の排出流路 6 1 a 〜

6 1 e の内から選択された一の排出流路 6 1 に連結 していく。これにより、

気体に含有される成分が、各試験管 6 a 〜 6 2 e 内の吸着剤にそれぞれの

タイミングで吸着される。

[0038] ( D ) 分析ステップ

試験管 6 2 a 〜 6 2 d 内の吸着剤に吸着された成分を加熱脱着G C M S や



溶媒用抽出G C M S に導入する。

具体的には、検査ステップ （C ) の終了後、測定者等は、 5 本の試験管 6

2 a 〜 6 2 e を取 り外 し、 1本の試験管 6 2 a をG C M S に連結 して、試験

管 6 2 a 内の吸着剤に吸着された成分をG C M S に導入する。これにより、

0 回目の押圧時の試料 S の放散臭気が測定される。

次に、 1本の試験管 6 2 b をG C M S に連結 して、試験管 6 2 b 内の吸着

剤に吸着された成分をG C M S に導入する。これにより、 1 回目の押圧時の

試料 S の放散臭気が測定される。

次に、 1本の試験管 6 2 c をG C M S に連結 して、試験管 6 2 c 内の吸着

剤に吸着された成分をG C M S に導入する。これにより、 2 回目の押圧時の

試料 S の放散臭気が測定される。

次に、 1本の試験管 6 2 d をG C M S に連結 して、試験管 6 2 d 内の吸着

剤に吸着された成分をG C M S に導入する。これにより、 3 回目の押圧時の

試料 S の放散臭気が測定される。

次に、 1本の試験管 6 2 e をG C M S に連結 して、試験管 6 2 e 内の吸着

剤に吸着された成分をG C M S に導入する。これにより、 4 回目の押圧時の

試料 S の放散臭気が測定される。

[0039] 以上のように、本発明の材料臭気試験装置 1 によれば、切替機構 6 3 を備

えているので、設定時間毎に5 本の排出流路 6 1 a 〜 6 1 e の内から一の排

出流路 6 1 を選択 して連結することができ、その結果、一度の材料試験中に

おける設定時間 （0 . 3 0 分間）毎や押圧回数毎の発生ガスを測定すること

ができる。

[0040] < 他の実施形態>

( 1 ) 上述 した材料臭気試験装置 1 では、排出管 6 0 の他端部は吸引ポンプ

7 0 と連結されるとともに、各排出流路 6 1 a 〜 6 1 e 中には試験管 6 2 a

〜 6 2 e がそれぞれ取 り付けられる構成を示 したが、導入管の一端部は押出

ポンプと連結されるとともに、各排出流路の出口にはサンプルバック （袋体

) がそれぞれ取 り付けられるような構成としてもよい。



[0041 ] ( 2 ) 上述 した材料臭気試験装置 1 では、設定時間毎 に排出流路 6 1 を切 り

替える構成 を示 したが、排出流路 を流通する気体の設定流通体積毎 に排出流

路 を切 り替えるような構成 と してもよい。

[0042] ( 3 ) 上述 した材料臭気試験装置 1 では、初期段階で X Y ス テ ージ 3 3 を用

いて位置合わせを行 う構成 を示 したが、押圧体の押圧回数毎 に試料 に対 して

押圧部が当たる位置を、 X Y ス テ ージでス ライ ドさせ変更するような構成 と

してもよい。

[0043] 以下に、本発明を実施例 によりさらに詳細 に説明するが、本発明はこれ ら

の実施例 に限定されるものではない。

[0044] < 試料 >

試料 S と して、 1 0 0 m l の 2 . 5 重量％寒天ゲルに、 1 0 種類の香料 （C

ompound 1 、 しompound 2 、 Compound づ 、 しompound 4 、 Compound 5 、 しompound り

、 Compound 7 、 Compound 8 、 Compound 9 、 Compound 1 0 ) を添カロして、直径

4 0 m m 高さ 1 5 m m の円柱形状の試料 を作製 した。

[0045] < 試験方法>

試料 S に対 して押圧体 2 1 を一定速度 （例えば 1 0 0 m m m i n ) で下

降させ始め、一定速度で 0 . 1 5 分間下降させた後、一定速度で 0 . 1 5 分

間上昇させることを複数回 （例えば 4 回）繰 り返 した。 このとき、切替機構

6 3 を切 り替えることにより、 0 回目の押圧体 2 1 の制御時には排出流路 6

1 a と連結 し、 1 回目は排出流路 6 1 b と連結 し、 2 回目は排出流路 6 1 c

と連結 し、 3 回目は排出流路 6 1 d と連結 し、 4 回目は排出流路 6 1 e とい

うように連結 した。

そ して、試験管 6 2 a 〜 6 2 e 内の吸着剤 に吸着 された成分を加熱脱着 G

C M S に導入 した。

[0046] < 評価方法>

各試験管 6 a 〜 6 2 e における各香料成分について ピーク面積値 を求め

た。その結果を表 1 及び図 9 に示す。なお、表 1 における横軸は押圧体 2 1



の押圧回数であり、縦軸はピーク面積値である。

[0047] [表 1]

0 1 2 3 4

Compound 1 208000 2804455 3130948 3641417 4025391

Compound 2 369701 1703916 1231281 1096071 1050435

Compound 3 330114 2173709 1829297 1609714 1599985

Compound 4 48465 262196 223819 201379 172371

Compound 5 69565 38939 フ 332851 296229 255202

Compound 6 605672 646150 6121 15 822079 61071 フ

Compound 7 549001 813599 795091 1323778 912479

Compound 8 136618 260346 261770 266541 237780

Compound 9 140982 73814 86716 125884 95615

Compound 0 19 266 23392 21660 40960 47065

[0048] 以上のように、本実施例によれば、香料成分によって増加の度合いが異な

るという結果が得られた。

産業上の利用可能性

[0049] 本発明は、食品等の試料の放散臭気を測定する材料臭気試験装置等に利用

することができる。

符号の説明
1 材料臭気試験装置

1 1 口一 ドセル

1 2 第一取付部

2 1 押圧体

1 b プランジャ （押圧部）

3 1 試料ホルダ

3 1 a 式料載飯台

4 0 サンプルバック （容器)

4 1 二力



第一穴

排 出管

排 出流路

切替機構

導入管



請求の範囲

試料が載置 される試料載置台 と、

前記試料 に荷重 を負荷する押圧部 と、

容器 と、

前記押圧部 を制御する制御部 とを備 え、

前記容器 内には、前記押圧部 と前記試料載置台 と前記試料 とが配置 さ

れるようにな っている材料臭気試験装置であ つて、

前記容器 には、前記容器 内に気体 を導入するための導入管 と、前記容

器 内か ら気体 を排 出するための排 出管 とが連結 されてお り、

前記排 出管 は、複数の排 出流路 に分岐され、 当該複数の排 出流路の内

か ら選択 された一の排 出流路 に連結することが可能な切替機構 を備 え

ることを特徴 とする材料臭気試験装置。

各排 出流路 中には、前記気体 に含有 される成分 を吸着する吸着部がそ

れぞれ配置 されてお り、前記排 出流路の出口には、吸引ポ ンプが配置

されていることを特徴 とする請求項 1 に記載の材料臭気試験装置。

各排 出流路の出口には、袋体がそれぞれ配置 されてお り、前記導入管

の入 口には、押 出ポ ンプが配置 されていることを特徴 とする請求項 1

に記載の材料臭気試験装置。

前記制御部 は、設定時間、設定流通体積又は前記押圧部の押圧回数 に

基づいて、前記切替機構 によって前記気体が流通する排 出流路 を切 り

替 えることを特徴 とする請求項 1 〜請求項 3 のいずれか 1 項 に記載の

材料臭気試験装置。

前記制御部 は、前記吸引ポ ンプ又は前記押 出ポ ンプを制御することを

特徴 とする請求項 2 〜請求項 4 のいずれか 1 項 に記載の材料臭気試験

装置。

X Y ステージを備 え、

前記試料載置台は、前記 X Y ステージに取 り付 け られていることを特

徴 とする請求項 1 〜請求項 5 のいずれか 1 項 に記載の材料臭気試験装



前記容器 は、透明な樹脂製 の袋体であ り、

前記容器 内には、前記押圧部 と前記試料載置台 と前記試料 とが配置 さ

れるようにな っていることを特徴 とする請求項 1 〜請求項 6 のいずれ

か 1 項 に記載の材料臭気試験装置。

試料が載置 される試料載置台 と、

前記試料 に荷重 を負荷する押圧部 と、

容器 と、

前記押圧部 を制御する制御部 とを備 え、

前記容器 内には、前記押圧部 と前記試料載置台 と前記試料 とが配置 さ

れるようにな っている材料臭気試験装置 に用い られる材料臭気検査方

法であ って、

前記容器 に、前記容器 内に気体 を導入するための導入管 と、前記容器

内か ら気体 を排 出するための排 出管 とを連結する連結ステ ップと、

前記排 出管 を、複数の排 出流路 に分岐 して、 当該複数の排 出流路の内

か ら選択 された一の排 出流路 に連結することが可能な切替機構 を配置

して、 当該切替機構及び前記押圧部 を制御する検査ステ ツプとを含む

ことを特徴 とする材料臭気検査方法。

各排 出流路 中を流通 した気体 を分析装置 に個別 に導入する分析ステ ツ

プとを含む ことを特徴 とする請求項 8 に記載の材料臭気検査方法。
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